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町からのお知らせ

  
国
民
年
金
保
険
料
は
口
座
振
替
が
お
得
で
す

　

国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
は
、
口

座
振
替
が
利
用
で
き
ま
す
。

　

口
座
振
替
は
、
当
月
分
の
保
険
料

を
当
月
末
に
振
替
納
付
す
る
こ
と
で

月
々
50
円
割
引
さ
れ
る
早
割
制
度
や

現
金
納
付
よ
り
割
引
額
が
多
い
６
か

月
前
納
、１
年
前
納
、２
年
前
納
（
申

請
締
切
は
２
月
中
旬
）
も
あ
り
、
大

変
お
得
で
す
。（
間
に
合
わ
な
か
っ
た

場
合
は
、
前
納
の
適
用
開
始
が
半
年

か
ら
１
年
程
度
遅
く
な
り
ま
す
）　

　

口
座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、

納
付
書
又
は
年
金
手
帳
、
通
帳
、
金

融
機
関
届
出
印
を
持
参
の
上
、
ご
希

望
の
金
融
機
関
又
は
佐
賀
年
金
事
務

所
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

※
問
合
せ
先

　

佐
賀
年
金
事
務
所

　

☎
０
９
５
２

－

３
１

－

４
１
９
１

　

住
民
課　

保
険
年
金
係

　

☎
９
２

－

７
９
３
４

  

児
童
扶
養
手
当
が
年
６
回
払
い
に
な
り
ま
す

　

児
童
扶
養
手
当
法
が
一
部
改
正
さ

れ
、
下
表
の
と
お
り
、
11
月
分
の
児

童
扶
養
手
当
か
ら
支
払
回
数
を
、
年

３
回
（
４
か
月
分
ず
つ
）
か
ら
年
６

回
（
２
か
月
分
ず
つ
）に
見
直
さ
れ

ま
し
た
。

　

11
月
分
か
ら
は
、
奇
数
月
に
年
６

回
、
各
２
か
月
分
を
受
け
取
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

※
問
合
せ
先

　

こ
ど
も
課　

こ
ど
も
家
庭
係

　

☎
９
２

－

７
９
６
８

支払月 2018 年（現行） 2019 年 2020 年以降
４月 ４か月分 ４か月分
５月 ２か月分
６月
７月 ２か月分
８月 ４か月分 ４か月分
９月 ２か月分

10 月
11 月 ３か月分 ２か月分
12 月 ４か月分
１月 ２か月分 ２か月分
２月
３月 ２か月分 ２か月分

※表に記載している月分は、支払月の前月までの手当の月分です

  

要
介
護
認
定
者
に
係
る
障
害
者
控
除
・
特
別
障
害
者
控
除
の
申
請
を
受
け
付
け
ま
す

　町
で
は
、
介
護
保
険
の
要
介
護
認

定
を
受
け
て
い
る
方
に
、
所
得
税
及

び
町
県
民
税
の
障
害
者
控
除
を
受
け

る
た
め
の
障
害
者
控
除
対
象
者
認
定

書
を
申
請
に
よ
り
交
付
し
ま
す
。

▽
申
請
対
象
者

介
護
保
険
の
要
介
護
認
定
で
要
介

護
１
～
５
ま
で
の
認
定
を
受
け
て

い
る
65
歳
以
上
の
方

※
認
知
症
高
齢
者
と
障
害
高
齢
者
の

日
常
生
活
自
立
度
が
両
方
と
も
ほ

ぼ
自
立
の
方
は
認
定
さ
れ
ま
せ
ん

※
身
体
障
害
者
手
帳
、療
育
手
帳
、精 

神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
の
交
付

を
受
け
て
い
る
方
は
対
象
外
で
す

※
本
人
、
又
は
本
人
を
扶
養
し
て
い

る
方
が
申
請
で
き
ま
す
。

▽
申
請
方
法

申
請
対
象
者
に
は
、
１
月
下
旬
に

申
請
書
を
郵
送
し
て
い
ま
す
の
で

確
定
申
告
前
に
申
請
書
を
健
康
福

祉
課
高
齢
福
祉
係
（
役
場
１
階
）

に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

▽
申
請
時
に
必
要
な
も
の

・
申
請
書（
１
月
下
旬
に
郵
送
）

・
印
鑑

※
申
請
・
問
合
せ
先

　

健
康
福
祉
課　

高
齢
福
祉
係

　

☎
９
２

－

７
９
６
４

。。、

  

確
定
申
告
に
使
用
す
る
介
護
保
険
主
治
医
意
見
書
の
内
容
確
認
書
の 

申
請
を
受
け
付
け
ま
す
（
お
む
つ
に
係
る
費
用
の
医
療
費
控
除
に
つ
い
て
）

　確
定
申
告
に
お
い
て
、
寝
た
き
り

状
態
に
あ
る
こ
と
、
治
療
お
む
つ
の

使
用
が
必
要
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て

医
師
が
発
行
し
た
証
明
書
に
よ
り
お

む
つ
代
が
医
療
費
控
除
の
対
象
と
し

て
認
め
ら
れ
ま
す
が
、
お
む
つ
代
の

医
療
費
控
除
を
受
け
る
の
が
２
年
目

以
降
で
あ
る
方
は
、
医
師
が
発
行
し

た
お
む
つ
使
用
証
明
書
が
な
く
て
も

次
の
条
件
を
満
た
す
場
合
、
お
む
つ

代
が
医
療
費
控
除
の
対
象
と
し
て
、

認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

▽
対
象
者

お
む
つ
代
に
つ
い
て
医
療
費
控
除

を
受
け
る
の
が
２
年
目
以
降
で
あ

る
方
で
、
①
要
介
護
認
定
に
係
る

主
治
医
意
見
書
の
内
容
を
確
認
し

た
書
類
、
又
は
②
主
治
医
意
見
書

の
写
し
に
よ
り
、
寝
た
き
り
状
態

に
あ
る
こ
と
、
及
び
尿
失
禁
の
発

生
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
確
認
で

き
る
方

▽
申
請
方
法

申
請
対
象
の
方
に
は
、
１
月
下
旬

に
申
請
書
を
郵
送
し
て
い
ま
す
。

確
定
申
告
前
に
申
請
書
を
健
康
福

祉
課
高
齢
福
祉
係
に
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

※
確
定
申
告
以
外
に
こ
の
証
明
書
の 

　

使
用
は
で
き
ま
せ
ん
。

▽
申
請
時
に
必
要
な
も
の

・
申
請
書
（
１
月
下
旬
に
郵
送
）

・
印
鑑

※
申
請
・
問
合
せ
先

　

健
康
福
祉
課　

高
齢
福
祉
係

　

☎
９
２

－

７
９
６
４
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ご存じですか

高額医療・高額介護合算制度
■ 高額医療・高額介護合算制度とは？
医療と介護の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減するもので、１年間に支払った医療保険と介護
保険の自己負担額（高額療養費等を除く）を合計し、負担限度額を超えた場合に、その超えた金額を支給します。

支給対象：各医療保険における世帯内で、医療保険と介護保険の両方に自己負担がある世帯

支  給  額：医療保険と介護保険の自己負担額（高額療養費、高額介護サービス費を差し引いた額）を合算した
　　　　   額から下表の【世帯の負担限度額（平成 29 年度分）】を差し引いた額が支給されます。ただし、
                  支給額が 500 円を超えない場合は支給されません。また、特定福祉用具購入費、住宅改修費、
                  食費・居住費、差額ベッド代等の保険外費用は合算対象になりません。

後期高齢者医療保険又は
国民健康保険（70 ～ 74 歳）

＋ 介護保険

国民健康保険（70 歳未満）
＋ 介護保険

現役並み所得者
（注 1） 67 万円 所得が 901 万円を

超える 212 万円

一般（注２） 56 万円 所得が 600 万円を
超え 901 万円以下 141 万円

低所得者Ⅱ 31 万円 所得が 210 万円を
超え 600 万円以下 67 万円

低所得者Ⅰ 19 万円 所得が
210 万円以下 60 万円

低所得者（注３） 34 万円

【世帯の負担限度額（平成 29 年度分）】

注１：現役並み所得者とは、70 歳以上
　　　の方で医療保険の自己負担割合が
　　　３割となっている方です。

注２：一般とは、現役並み所得者（上位
　　　所得者）、低所得者Ⅰ、低所得者
　　　Ⅱ以外の方です。

注３：低所得者とは、世帯全員が市町村
　　　民税非課税の方です。

※ 70 歳以上の方は、低所得者の区分がⅠ
とⅡに分かれています。世帯全員の所得
が一定以下（年金収入 80 万円以下等）
の場合は、Ⅰの所得区分が適用されます。

　基準日（７月 31 日）現在、国民健康保険又は後期高齢者医療保険に加入している方のうち、高額医療・
高額介護合算制度の支給対象と思われる世帯には、12 月中旬に申請の案内を送付しますので、住民課保険
年金係まで申請してください。なお、下記に該当する方には、申請の案内ができない場合がありますので、
上記の制度内容を参考にして支給対象となるか確認してください。
合算対象期間（平成 29 年８月～平成 30 年７月）に、
・転入や転出、町内転居、世帯分離等の世帯の異動をされた方
・他の健康保険から国民健康保険や後期高齢者医療保険に移られた方

【時効についての留意点】
高額介護合算療養費は基準日の翌日から２年を経過すると時効となり、支給ができなくなります。
申請は基準日の翌日から２年の間に行ってください。

問合せ先　・基山町役場　住民課　保険年金係　        　☎９２－７９３４
　　　　　・佐賀県後期高齢者医療広域連合　　　　　☎０９５２－６４－８４７６
　　　　　・鳥栖地区広域市町村圏組合　介護保険課　☎８１－３３１５

※８月から翌年７月までの 12 か月間が合算対象期間になります。
※所得区分は、基準日（７月 31 日）現在における加入医療保険での高額療養費の限度額区分を適用します。


